平成2３年度　第３回建設事業再評価監視委員会議事概要

日　　時　平成2３年８月３日（水）　13時30分～16時

場　　所　大阪赤十字会館３階　302会議室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・小池委員・多々納委員・新川委員・星野委員・曲田委員
議　　題　（１）審議対象事業について
　　　　　（２）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）審議対象事業について
　◆［委員長］
　　前回の会議では、概要説明を受けました府営住宅建替、港湾事業、道路交通安全事業２件について、追加の説明を聞き議論を行い、その後、道路交通安全事業の再評価案件２件の概要説明を受け、審議を行いました。

本日は、まず、前回、概要説明を受けました道路交通安全事業の三島江茨木線の事業中止の理由について、再度説明を聞き、審議を行いたい。

その後、残りの再評価案件である砂防事業３件、急傾斜崩壊対策事業１件、再々評価案件である砂防事業１件、施設整備１件、連続立体交差１件の計７件の概要説明を聞き、審議を進めていきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。

まず、事務局から本日の資料について説明をお願いしたい。
⇒［事務局］
　・資料１「審議スケジュール（案）」

・資料2「審議案件概要及び事務局確認内容」については、「地元」の表記について「市町村」、「地元住民」、「地権者」等よりわかりやすく修正。
・資料3「追加説明資料」は前回ご質問いただいた三島江茨木線歩道整備事業と、今回概要説明を行う岬町多奈川地区多目的公園整備と近鉄奈良線の連続立体交差事業についての資料。
　・府民意見の募集と意見陳述募集については6月15日から募集開始し、７月15日が締め切りであったが、今回、府民意見及び意見陳述ともに応募はなかった。
◆［委員長］　
　　それでは、三島江茨木線歩道整備について、前回、概要説明を受けましたが、再度、事業中止の理由を説明していただくこととなっております。
　　では、都市整備部から説明をお願いします。

⇒［都市整備部］

・資料3の2ページをご覧いただきたい。今回の事業区間の全体図を示している。実線で示しているところが既設の歩道がある区間で、点線のところは広幅員の路肩がある区間。斜線で示している区間が平成15年度に歩道を整備した区間。実線で示している既設の歩道がある区間の中で、ここの区間のみ歩道がないという状況で、道路幅員も狭く非常に危険な状態であるということで、この箇所についての歩道整備について地元自治会から要望があった。平成13年度に、この区間のみではなく、全体400ｍの事業区間について評価をしたが、地元自治会には、とりあえず危険なところから事業を実施するということで、全体事業については説明していない。この20ｍ区間を整備後は、地元自治会からの拡幅要望等はいただいていない。
・歩道整備の優先順位の考え方について、資料３の１ページに基づき説明させていただきたい。府の歩道整備の予算は、平成13～16年度当時は、約60～80億円の年間予算だったが、今年度は約30億円と半分程度に落ち込んでおり、過去のような事業実施はできないため、ある程度優先順位をつけて絞り込みを行わないといけない。そういう中で、歩道のないところを優先的に進めていこうという方針としている。また、歩道があっても非常に歩道が狭いところについても実施していこうということになっている。また、バリアフリー法に基づいて、市町村が基本計画を策定し、駅と福祉施設や病院等を結ぶ道路を特定道路として指定しているが、そういった道路については、歩道があってもさらなる拡幅整備を行っていく方針である。

・現在の基準に照らすと、本事業については4分の３くらいの区間に歩道があるので、実施対象にならない。
・事業化検討対象区間の中でも、どういうことを優先順位として考えるかというと、交通量や交通事故の発生状況、また通学路に指定されているかどうか。また、近所で区画整理や再開発など道路関連事業があるかないか。地元市・自治会の要望や地権者の協力の有無も大事。また、歩道整備にはかなり事業費がかかるので現道内での対応が可能であるかも重要な要素。

・次に、３～４ページの写真をご覧いただきたい。本事業区間については、4分の３の区間において一定の歩道が確保されている。また、歩道のない区間についても、かなり広い路肩があるということで、こういう区間については、路肩のカラー化、ポストコーンや柵の設置等により、用地買収を実施せずに現道の中である程度の交通安全対策ができるということから、こうした取り組みは前向きに進めていきたい。

・以上のことから、この区間については最も危険な箇所であった歩道のない区間については、既に歩道整備済であり、安全確保ができたこと、また、一定歩道があり事業としての優先順位が低いこと、15年度に実施した歩道整備後は現在に至るまで地元自治会等からの要望がないこと、現道内で一定の交通安全対策という代替対応が可能であることから、事業は中止したいと考えている。

○　既に歩道整備済の区間の整備前・整備後の写真があれば見せてほしい。
⇒［都市整備部］

整備前の写真はなくご用意できていない。過去の図面を見ると、歩道もなく、道路幅員も狭いことから、歩行者は歩道から歩行空間のない車道に出て、また歩道に戻るという状態だったようだ。
○　中止するということでいいのではないか。
○　地元からの要望がないということだが、後から地元で「こんなはずじゃなかった」ということにならないよう、その点について、茨木市に再度確認しておいてほしい。
⇒［都市整備部］

地元から要望があったのは20ｍ区間のみであり、全体事業は400m。全体計画については、地元にはもともと説明できていない。今からその計画についてどうですかと聞くのもどうかと思う。
○　全体計画についてはもともと説明していなかったのか。それであれば茨木市にだけ伝えておけばいいのか。
⇒［都市整備部］

　　茨木市から、この路線については要望はいただいていないが、再度市に確認しておく。
◆［委員長］
　　それでは、次に事業概要説明に移りたい。まず、東谷支渓の砂防事業について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑦の砂防事業「東谷支渓」の事業概要を説明。

　・平成19年度に事業採択したが、5年間未着工ということで再評価の対象となっている。

　・高さ７ｍ、幅37ｍの砂防えん堤を整備するものであり、事業は2億円。事前評価時からの事業費増減はない。負担割合は国・府各50％、1億円ずつ。
　・Ｂ/Ｃについては事業期間が延びたことにより便益が減少し、事前評価時の2.64から2.60に減少。

　・用地交渉の状況は、平成20年度に境界確定は完了。1名が事業実施に反対しているが、地元住民からも説得にあたっていただき、協力が得られるよう現在交渉中。用地交渉の難航により当初の計画より事業進捗は遅れているが、必要性に変化はないため、対応方針原案は事業継続としている。
○　ここの渓流は土砂災害危険渓流に指定されているのか。
⇒［都市整備部］

土石流危険渓流ということで、危険箇所になっている。
○　ということは、ここの影響エリアは建築規制等が既にかかっているということか。

⇒［都市整備部］
　ここは建築規制はかかっていない。土砂災害防止法の網をかけると、住宅については土砂災害が発生した場合でも耐えられる構造にしなさいとか、立地抑制等ということで、危険な場所には建物は建てない等の規制がかかるが、ここはまだこの法律の対象にはなっていない。
○　川は対象だが、この下の家は何も指定されていないということか。
⇒［都市整備部］

　砂防事業するときには、危険な渓流については砂防指定地の指定を行う。それを行ったうえで事業を行っていくことになる。

· ここで、えん堤をつくることを仮にやめたらどうなるのか。

⇒［都市整備部］

　100年に1度くらいの雨が降ると、渓流に溜まっている土砂等が流出し、３％の勾配がある地形のところでは影響が出ると想定しており、この家屋の範囲までは到達するであろうと考えている。えん堤がなければ、今想定している範囲までは土砂流出が考えられるということ。
　用地交渉が難航しており、仮にえん堤ができない場合は、ソフト面の対策を考えていくことが必要。下流域の方にいざというときに避難行動がとれるようなハザードマップの作成や、市町村による避難勧告等の指示をしていただくことになる。
○　病院の規模はどの程度か。

⇒［都市整備部］

個人経営の病院。

○　何床あるのか。入院されるような施設か。
⇒［都市整備部］

　普通の開業医。診療所。

○　ここでいう災害時要援護者施設とはどこか。

⇒［都市整備部］

　この病院のこと。

○　何かおかしいのではないか。

　⇒［都市整備部］

医療提供されている施設も災害時要援護者施設に含まれている。

　○　入院するような人がいない診療所でも対象になるのか。

　○　診療所でも十何床かまでは病床を置くことは可能。また、診察時は患者さんもいる。

　○　1名の方はなぜ反対しているのか。

　⇒［都市整備部］

事業着手時は特に反対もなく、測量・境界確定は完了している。いざ施設の図面を説明させていただいたところ、「私の土地はきれいに整備しており、土砂流出の心配はない。事業の必要性はない」ということで、土地を手放したくない気持ちを持っておられるようだ。
　○　図面上のこの谷のどちら側に集落があって、どちらからこの小学校に来ているのか。通学路はどこなのか。
　⇒［都市整備部］

　今、把握できていないので、確認させていただきたい。

　○　保全人家について、実際この地域に何人くらい住んでいるのか。

　⇒［都市整備部］

　戸数は13戸だが、人数は把握していない。但し、空家は含まれていない。

　○　用地交渉の見込みはあるのか。

　⇒［都市整備部］

　地元の役員の方からも一緒に交渉に入っていただいているがなかなか難しい状況。反対されている方の所有地がちょうどえん堤をつくる箇所になっており、そこが買えないと事業が実施できない。
　○　上流側や下流側などに設計変更することは難しい状況か。

　⇒［都市整備部］

　あまり上にえん堤をつけると上でしか土砂を捕捉できない。一番適切な位置で計画しており、少しずらした程度ではその方の土地を外すことができない状況。

· その反対されている地権者はここにお住まいなのか。

⇒［都市整備部］

この範囲にお住まいと聞いている。
　○　用地交渉はまだ０か。

　⇒［都市整備部］

交渉は進めている。買収がまだということ。他の4名の方からは内諾を得ている。
　○　保全対象となる13戸の住民はどう考えているのか。

　⇒［都市整備部］

　　影響が出る範囲にお住まいなので、事業の必要性についてはご理解いただいているが、1名の方のみが土地を手放したくないということで反対されている。

　○　住民も積極的でないのではないか。危険があるというなら、地権者もみなさんのために土地を手放すという気持ちになるのではないか。
　⇒［都市整備部］

山をご自分でかなり管理されており、手放したくないということのようだ。我々としても粘り強く交渉しているが…。

　○　事業は誰が要望してきたのか。

　⇒［都市整備部］

　府が決定している。

　○　住民の強い要望で実施するということではないのか。

　⇒［都市整備部］

　自治会長は地権者との交渉に同行していただいていると聞いているが。

　○　これは、他の砂防事業・急傾斜地崩壊対策事業とも関連する問題なので、他の事業も説明してから議論してはどうかと思う。

　○　その方がいいのではないか。

◆［委員長］
　　それでは、次に、如意谷支渓の砂防事業について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑧の砂防事業「如意谷支渓」の事業概要を説明。

　・19年度に事業採択したが、5年間未着工ということで再評価の対象となっている。

・高さ９ｍ、幅40ｍの砂防えん堤工を整備するもの。事業費は2億5千万円で、事前評価時から変動はない。負担割合は国・府で50％ずつ。
・Ｂ/Ｃは事業期間が延びたこともあり、便益が減少し、事前評価時の11.61が11.15に減少。

　・財政再建プログラム（案）による建設事業費削減の影響でペースダウンし、完成は5年遅れの平成30年度になる見込み。
・まだ用地交渉は行っておらず、用地取得できるよう、これから交渉を行っていく。
　・当初の計画より進捗は遅れているが、事業の必要性には変化がないため、対応方針原案は事業継続としている。
　◆［委員長］
　　続けて父鬼川側川の砂防事業について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑨の砂防事業「父鬼川側川」の事業概要を説明。

　・今回、事業を中止するため再評価対象となったもの。

・高さ５ｍ、幅44.2ｍの砂防えん堤を整備する事業。

・事業費は2億5千万円で、負担割合は国・府で50％ずつ。

・Ｂ/Ｃについては、今回中止するということで算出していない。

・事業の必要性に変化はないものの、砂防えん堤の構造見直しの提示を行うなど用地交渉を重ねてきたが協力が得られず、今後においても着工の目途がたたないため、対応方針原案は中止という形で提示している。

・但し、当地域では22年度に府・市・地元住民とワークショップを開催し、地域版のハザードマップ等を作成し、避難体制の確立を図っている。
◆［委員長］
　　続けて宝持山地区の急傾斜地崩壊対策事業について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑩急傾斜地崩壊対策事業「宝持山地区」の事業概要を説明。
　　・図面について、当初、「土砂災害警戒区域」や「特別警戒区域」を示していたが、今回の事業中止の直接の理由である「急傾斜地崩壊危険区域」を示した図に差し替えている。
・急傾斜地崩壊対策事業は傾斜が30度以上、高さが5ｍ以上のがけ崩れのおそれがある急傾斜地において対策施設の整備を行うもの。

・当地区の事業については、平成20年度に事業採択したものだが、今回中止するということで再評価対象となっている。
・延長が２４０ｍの擁壁工を整備する予定であった。事業費は2億円。負担割合は国費が45％で9千万円、府費が55％で1億1千万円。

・こちらも中止するためＢ/Ｃの算出は行っていない。

・急傾斜地崩壊対策事業は、本来、斜面の土地所有者が対策すべきものだが、所有者の施工が困難な場合は、市町村、地元住民、自治会、地権者からの要望に応じて府が実施している。

・本事業については用地取得は必要ないが、事業実施にあたっては、「急傾斜地崩壊危険区域」という指定が必要。本事業では、市、地元住民からの要望書提出を受けて事業着手したが、工事を行うにあたり必要となる「急傾斜地崩壊危険区域」の指定について地権者全員からの同意が得られなかったことから事業を中止するもの。

・今後は、土砂災害防止法による区域指定や市の警戒避難体制の確立、危険箇所のパトロール実施、ハザードマップの再周知、土砂災害警戒情報等により、地元住民への指導や周知を行っていくことになる。
・以上のことから、対応方針原案は中止で提示させていただいている。
◆［委員長］
　　それでは、再々評価案件だが、もう１件砂防事業があるので、続けて甘南備川の砂防事業について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑪砂防事業「甘南備川」の事業概要を説明。
　　・平成18年度の再評価後5年経過したため再評価対象となっている。

・高さ９．５ｍ、幅35ｍの砂防えん堤工を整備するもの。事業費は3億円。再評価時から事業費の増減はなく、国・府の負担割合は各50％、１億5千万円ずつ。

・Ｂ/Ｃについては、評価調書の21ページに「事業目的に関する諸状況」という欄があり、保全対象戸数等を記載しており、それが便益算出の根拠となっているが、前回評価時の資料に間違いがあり、今回、修正させていただいている。前回評価時のＢ/Ｃも修正後の数字で算出し直した結果、前回評価時1.84から今回1.53に減少している。

・用地交渉が難航しており、完成は4年遅れの平成26年度となる見込み。用地交渉の状況だが、地権者7名のうち1名が事業実施に反対しているものの、今後協力が得られるよう交渉を継続している。
・用地交渉難航により当初予定より事業進捗は遅れているものの、必要性に変化はなく、対応方針原案は事業継続としている。

○　最後の甘南備川の砂防事業はかなり事業が進捗しているが、他の事業（⑦東谷支渓、⑧如意谷支渓、⑨父鬼川側川、⑩宝持山地区）については用地・工事ともにほとんど進捗していない状況。その中で、⑦東谷支渓及び⑧如意谷支渓は事業継続で、⑨父鬼川側川及び⑩宝持山地区は中止するという対応方針原案となっている。⑩宝持山地区については、土地所有者が実施すべきものだが、要望がある場合に公で実施することとなっているが、急傾斜崩壊危険区域の指定を受けるのがイヤだということで、地権者全員の同意が得られないということか。
⇒［都市整備部］

　　　急傾斜地崩壊対策事業の場合は、砂防事業とは事業内容が少し異なり、用地取得は必要ないが、危険区域の指定を行うので、今後、家の建替等を行う際には許可が必要になってくる。今回、区域指定に反対されている方は、区域指定されると土地・建物の価値に影響が出るということを懸念している。こちらとしては「危険なところが安全になるのだからいいのではないか」と説明しているが、やはり土地の価値低下を懸念されておられる方がいる。
○　性質が違うので砂防と急傾斜地は分けて議論したい。砂防事業についてだが、Ｂ/Ｃを出したうえで、検討すべきであり、中止するから出さないというのは問題。

また、Ｂ/Ｃ等は算出済の数値だけ出てくるが、積算根拠を示してもらわないと納得できない。例えば甘南備川では、保全対象戸数が８戸しかないのに、なぜ便益が6億円にもなるのか。あるいは全体事業費が3億円しかないのに費用がえん堤工だけで４億円にもなるのか、また、人的被害もどういう根拠で３億円となっているのかわからない。マニュアルがあるということと、それに基づいて算出した結果だけを示されても、そこに入れる数字が適切だったのかわからない。それらについて、砂防事業全件のＢ/Ｃにかかわる詳細な資料の再提出を求めたい。

○　内訳を出してもらうということでいいか。

○　こういう形で便益を出しますということと、例えば100年に一度の被害を想定し、それに関して被害額がどれくらいの金額になって…といった表があるはず。ある物については出してもらわないと議論できない。
○　国のマニュアルがあるにしても、個々のケースで、どういった数字を入れて算出したのかを明確にしてほしいということ。それは再提出してください。

⇒［都市整備部］

はい。
○　中止するということ考え方を明確にしたものを、この委員会で判断する必要があるか。圧倒的に情報量の多い行政側が中止するという判断をしている中で、委員会として「中止せず、事業を継続せよ」というなら、よほどの資料がないと判断できない。

○　その前に、「なぜ中止という判断に至ったか」のプロセスについて委員会としてチェックする必要がある。

○　昨年度、実際に、対応方針原案について中止で提案された事業について、委員会として「事業継続」という意見具申をした。それはあり得ること。ここで議論した上で「中止でよい」かどうか判断しないといけない。
○　宝持山地区の急傾斜地崩壊対策事業は、もともと地元要望が出されたので事業実施することとしたのに、区域指定に同意が得られないなら中止するということは理解できるが、父鬼川側川は府がこの箇所で必要だから事業を実施するという決定をしたのに、進まないからやめるというのはどう理解したらいいのか。
○　⑦東谷支渓と⑨父鬼川側川でなぜ対応方針原案が異なるのか疑問。

○　最初に「必要」と判断したのに進まないから中止というのはどう判断したらいいのか。

○　用地取得の見込みが大きく影響するが、これは現時点の情報か。

⇒［都市整備部］

22年度末時点での状況を記載している。

○　次回以降、最新の見込みの情報を提供してほしい。

⇒［都市整備部］

最近の動きも含めて詳しく報告させていただく。
○　甘南備川について、用地交渉のこれまでの経過を説明されたい。99％取得済なのに、あと1名だけということについてどうしてそういうことになったのか。資料を出していただきたい。

⇒［都市整備部］

　　7名の地権者がいる中で、1名のみ協力してもらえない。事業着手時には問題がなかったが、その後、別件で府に対し不信感を持たれたことがあり、反対となったようだ。それについても次回以降、まとめて報告させていただく。

○　宝持山地区の急傾斜地について追加資料など確認したいことあるか。

○　この箇所では土砂災害防止法での地域指定はまだか。

⇒［都市整備部］

　まだ指定されていない。
○　その指定については住民の同意は必要ないのか。

⇒［都市整備部］

土砂災害防止法での地域指定には地権者の同意は必要ない。急傾斜地の区域指定だけは、家の建替等で届出が必要になる等の規制が発生するので、同意が得られていない。
○　土砂災害防止法で指定されれば「危ない」と指定されることに変わりはないのではないか。

⇒［都市整備部］

そのとおり。指定されれば、家を建て替える際に、鉄筋コンクリート構造にするなど、土砂災害に耐えうる建築にする等の規制がかかることになる。
○　⑦東谷支渓、⑧如意谷支渓は用地買収の努力をしないといけない。⑨父鬼川側川、⑩宝持山地区については事業主体としては中止方針。結果としては進まない問題ではないか。

○　⑦東谷支渓、⑧如意谷支渓、⑨父鬼川側川については用地買収の見込みについて確認するということ。

○　評価を監視する委員会であり、⑦東谷支渓、⑧如意谷支渓は用地買収できていないので、事業として必要なのでがんばってくれとしか言いようがない。議論の余地がないのではないか。
中止する方も用地買収もまだ0の状態で、それをさらに継続しろということも非生産的であり、中止は中止でいいのではないか。この委員会ではそのレベルでとどめるべきではないか。

○　同じように用地買収０％なのに、中止と継続の異なった対応方針原案を提示されている。それだけで、⑨父鬼川側川だけ中止でいいですねというのはわからないので、父鬼川側川は他の理由があるのか等を確認すべきではないかということ。
○　なぜ中止するのかまでこの場で議論する必要があるのか。

○　継続する場合もなぜ継続するのかチェックするのだがから、中止の場合も必要があるのではないか。
○　中止する方針であり、用地買収も０％のものを「がんばってやれ」ということは生産性がないのではないか。

○　監視委員会なので、継続でも中止でも、事業同士の整合性についてはチェックする必要があると思う。
○　緊縮財政の中で、継続する必要があるのかをチェックすることは必要だと思うが。

○　既に着手した事業であり、必要性がなくなったということでもないので、チェックは必要。

○　中止するということは、用地買収が困難なのでギブアップしたということではないのか。

⇒［都市整備部］

父鬼川側川については、平成10年度から事業着手しており、交渉を続けているが、土地を売却したくないという地権者が2名おり、えん堤の位置を決めることはできなくなっている。他の事業と異なり、父鬼川側川については、既に１つはえん堤ができており、11％とはいえ捕捉できている。事業継続とした案件については、捕捉が０という状況。府においてはこういった箇所が100９箇所あり、最低でも人家に近いところにえん堤を1つ作っていこうという方針であり、父鬼川については、１つできているので、用地買収が進まないこともあり、他の危険箇所に移りたいという思いで中止としている。

○　Ｂ/Ｃについて中止案件についても出してほしい。

⇒［都市整備部］

算出して報告する。

○　便益の内訳や用地取得の最新状況について次回以降説明してほしい。

○　既に１つえん堤があるという、今のような説明があればわかりやすいので、そういったことについて最初から事業概要に記載してほしい。我々が知りたい内容が記載されていない。
⇒［都市整備部］

　　父鬼川側川については１つえん堤を整備しており、その点について追加記載したい。

○　また、宝持山地区については、事業を実施したら景観や居住環境が相当悪くなるのか。

⇒［都市整備部］

　　ここは、斜面の長さが30ｍ以上とかなり長いため、斜面全体をおさえるような工法ではなく、土砂が落ちてきても捕捉できる擁壁をつくるという工法を計画していたので、斜面全体の緑はそのままとなるので、それほど景観に影響が出るということではない。
○　それでは、価値が落ちるというのは資産的価値の問題だけということか。

⇒［都市整備部］

　　区域指定によって土地の資産価値が低下するということで反対されている。

○　中止すれば、その分の予算を他の優先すべき事業にまわすことができるのか。それが可能なら、あいまいにしておくよりも、早く中止して他の事業で使えるようにした方がいいのではないか。

⇒［都市整備部］

砂防事業については、要対策箇所（保全人家５戸以上）が１００９箇所ある。現在対策が終わ
っているのは３３７箇所であり、まだ６７２箇所の対策が必要な箇所が残っているので、中止案件の予算はそちらの対策に回していきたい。

急傾斜崩壊対策事業についても要対策箇所は６８３か所あり、今現在１６２箇所について対策済だが、まだ５２１箇所残っており、中止になればその案件の事業は次の箇所に使っていきたい。
○　⑦東谷支渓、⑧如意谷支渓についても用地買収の見通しが立たないなら、早く判断して、他の事業に回すなど効率的に進めていった方がいい。
○　何百箇所もあるようだが、どういう順番で実施しているのか。１年に数か所ずつ実施するならば何十年もかかるのではないか。

⇒［都市整備部］

　　今年度は砂防事業は４３箇所、急傾斜は２４箇所実施している。今の箇所数で進めていくと相
　当長期間かかってしまうような計画になっているので、まずは要援護者施設、避難路、避難所が
あるところから優先的に実施していきたいと考えている。もう一つ、地元市町村や住民の協力を
得る必要があるが、早期の避難ができるよう、ソフト対策も重要と考えている。

○　用地買収の見通しがたたないものは早く決断し、他の実施できるところから早く整備していった方がいいと思う。
○　甘南備川の便益の計算上のコストと記載されている事業費が異なっているのはなぜか。

⇒［都市整備部］

事業費3億円は実額であり、23年度の再々評価時点のＢ/Ｃの総費用4.05億円は現在価値化した数字。
○　再評価時点では2.82億円だったのが、再計算するとこんなに増えているのか。

⇒［都市整備部］

　　これについても次回詳しく説明したい。
◆［委員長］
　　それでは、次に、岬町多奈川地区多目的公園整備事業について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑫施設整備「岬町多奈川地区多目的公園整備」の事業概要を説明。
　　・平成18年度の再評価時から5年経過で再々評価対象となっているもの。
　　・関西国際空港二期事業の土砂採取跡地に、協働・環境・健康をテーマとした「公共と民間が協働で創造する新しい多目的公園」を整備することを目的としている。
・事業面積12８haの中で、道路、緑地、水路整備等を行っているもの。

・事業費は67億円で、再評価時の69億円から、落札率の低下により、２億円低下。１００％府費負担となっている。

・この事業についてはＢ/Ｃの算出方法は確立されていない。

・事業の必要性については、関西国際空港二期事業の土砂採取跡地である当事業箇所において、植物の生息環境の復元や地区内森林の再生及び周辺自然林の保全を目指して、府民の癒し・憩いの場を提供できるよう事業を進めている。

・図面の12ページの「土地利用計画図」をご覧いただきたい。「公」と記載している公共ゾーンについて、公園緑地ゾーン、健康交流ゾーンを府で整備している。また、「民」と記載しているゾーンは事業活動ゾーンであり、民間活力を利用した公園整備を図り、地域雇用や地域振興等の経済効果が期待できると考えている。
・その民間活力を利用した公園整備については、公共と民間が協働で創造する新しい多目的公園を行政・府民等と一緒に実現し、公共空間の維持管理活動に協力していただける事業者を「パートナー事業者」として昨年度募集を行った。平成22年9月に進出公募事業者を３社選定し、現在、進出実現に向けて交渉中。

・今後の進捗見通しについては、パートナー事業者の進出状況により、道路整備が遅延する可能性はあるが、それ以外の緑地・水路の整備については、計画どおり平成24年度に完成する予定。

・以上のことから、対応方針原案としては、「事業継続」で提示している。
○　この事業について、再評価時には費用と便益についての何らかの資料提出があったのではないか。

⇒［事務局]
再評価時は、Ｂ/Ｃは算出していないが、パートナー事業者の進出によりどういう経済効果が

生まれるかという資料はお示ししていた。
○　パートナー事業者とはどういうところか。

⇒［政策企画部]

まだ候補の段階だが、太陽光発電の事業者が21ha、水耕栽培の事業者が１ha、肥料製造の事業者が２haの進出希望がある。その３社と交渉中。
· 進出企業は、それ以上は増えないのか。

⇒［政策企画部]

　　まだ９．６ha残るので、今年から来年にかけて、また募集を行う。

○　ということはあと１、２社増える程度か。

⇒［政策企画部]

　　希望面積が企業によって異なるので、現時点では何社になるかはわからない。

· 太陽光パネルの事業はどの程度進んでいるのか。
⇒［政策企画部]
　　まだ本契約は結んでいない。工事についても約１年くらいかかると聞いており、早くても来年・再来年度からの稼働になる。

○　用地９０％という意味はどういうことか。買収したという意味ではないのか。

⇒［政策企画部]

土砂採取前にすべて買収済だが、間に土地開発公社を入れているため、買戻し分が１０％残っているということ。

○　以前視察した際、アクセスが良くないところだったと記憶している。
⇒［政策企画部]

　　アクセスについてはあまり変わっていない。第二阪和道路が着実に和歌山方面に延伸しているところなので、あのあたりで混雑するところの通過交通はかなり第二阪和道路を使ってもらえると思うので、かなり交通量は緩和されると考えている。
○　この緑地に公共交通機関で来ることはあまり想定できないということか。

⇒［政策企画部]

　　公共交通機関で来ることは難しいが、南海電鉄と協力し、イベント時は臨時バスなど出してもらっている。野球場を利用する方は自家用車で来られることが多いと思う。
○　公園の部分は相当利用者が見込まれるのか。

⇒［政策企画部]

　　府民全体というよりは、やはり岬町の方が中心に利用されることになると思う。まだ供用していないが、一部のグランドは岬町に貸し出しているが、土日はほぼ稼働している状況。
○　駐車場は十分あるのか。

⇒［政策企画部]

　　健康交流ゾーンに９０台ある。

· 全体としては、事業活動ゾーンの部分が広いのか。

⇒［政策企画部]

　　そのとおり。

○　評価調書の２３ページに、費用便益分析の手法が確立されていないので、算出できないと記載しているが、どういう点が難しいのか。

　　　公園整備であれば公園は公園なりに評価できるだろうし、事業用地の開発はまたそれなりに評価できるように思うが、どこが難しいのか。今回もそうだが、今後もこのままずっと投資効果の評価をスキップして押し通していくつもりなのか。そうなると、何を根拠に我々は判断すればよいのか。

⇒［政策企画部]

評価は難しい。進出企業の業種や事業内容、どういった雇用を生み出すかがわからない中での便益の算出が難しい。

○　たとえば工業団地を開発する場合でも、どういう企業が進出してくるかわからない中で評価しないといけないと思うが、そういった手法を援用できないのか。また、公園と事業ゾーンなど、いろいろな要素が混在していることが難しいということではないのか。

⇒［政策企画部]

　　公園は公園で算出することはできる。
· その部分は評価できるが、事業用地の開発の部分が難しいということか。

⇒［政策企画部]

　　もう一つ、これは関空の土砂採取事業が前半にあり、土砂採取事業は、かかった工事費を運んだ土量で割った単価で関空会社と契約しており、工事費は関空会社負担だが、用地費はすべてこちらの事業で負担することとなっている。この事業の事業費の３分の2が用地取得費となっており、どうしてもコストが大きく出てしまうことになる。
○　Ｂ/Ｃを出すといい数値が出ないから出さないというふうに聞こえてしまう。この委員会でちゃんと判断するためには、必要な情報をきちんと出してほしい。B/Cはあまりいい数値が出ないから、この委員会に出さずに前に進めてください、ということでいいのか。それは非常に危ないことではないか。ダメなものでも、ダメななりに理由があると思うし、B/Cだけで判断できない部分もあるとは思うが、判断を回避するのではなく、あえてそれを正面から見て、結果を考えていく必要があるのではないか。

○　そのとおりだと思う。企業進出後の便益は確かに求めにくいのかも知れないが、何らかの方法考えられないか。また、再評価時に公園については数値を出していたのではないか。関空への土砂の提供についての便益は直接的には算出することはできないから全体としては十分バランスが取れているのかも知れないが、公園と事業活動ゾーンについての数値は出すべき。

⇒［政策企画部]

調査・検討の上、報告させていただく。

○　ここに進出する事業は雇用前提にするのはムリではないか。岬町はそんなに人を提供できるところではないのではないか。

⇒［政策企画部]

町は、雇用は大事なポイントととらえている。たしかに太陽光発電はあまり雇用効果はない。
水耕栽培については、一定の雇用は生み出される可能性がある。
○　農業に近い形の土地を利用する形の事業。雇用はあまり前提として考えることは難しい事業ではないか。

⇒［政策企画部]

　　バランスよく応募してもらえればいいが、今のところは３社しか応募がなかった。また、問い合わせも来ているので、今後も募集の中で違った分野の事業者の応募も考えられる。ただ、雇用を多く生み出すような団地ではないと思う。
○　「多目的公園整備」という事業名はわかりにくい。事業もここまで進捗しているので、きっちり採算がとれるように考えてもらいたい。

○　用地は売却することになるのか。
⇒［政策企画部]

　　賃貸。定期借地方式となっている。

○　できる限り、費用対効果等の資料提出をお願いしたい。

○　維持管理費の年間１５００万円の内訳はなにか。

⇒［政策企画部]

　　草刈や道路の清掃等。

○　法面が崩れるといったことは想定していないのか。

⇒［政策企画部]

　　まったく想定できないということではないが、土砂採取が終わった１８年度から植栽を行っており、かなり大きくなっている。

○　ここは水道、下水道等のインフラは入ってこないのか。また、ビオトープ等のメンテナンスはどうするのか。

⇒［政策企画部]

　　下水道は入ってこない。上水は入ってくる。ビオトープに関しては進出企業に組織を設けてい
　ただき、公園の一部として共同で管理していくということも考えていく。

· 府が人員を配置するのか。

⇒［政策企画部]

基本的には町が管理する。

· 調整池等があり、管理に手間がかかると思うが、それは町が行うのか。

⇒［政策企画部]

そのとおり。賃借料の一部を管理費にまわすこととなっている。
◆［委員長］
　　それでは、次に、近鉄奈良線の連続立体交差事業について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑬連続立体交差「近鉄奈良線」の事業概要を説明。
　　・平成１８年度に再々評価を実施し、５年経過したため再々評価対象となっている。
　　・交通渋滞と市街地分断を解消するため、東大阪市の近鉄奈良線若江岩田駅から東花園駅間の

3.3㎞の区間において、鉄道を高架化し、踏切を９箇所除却するもの。

　　・工事の手法が二種類あり、河内花園駅を境に、西側を別線方式、東側を仮線方式で実施している。別線方式は、現在線路があるところとは別の場所に高架を設けるという手法。仮線方式は、もともと鉄道があったところに高架をつくるという手法。
・事業費は６３３億円で、前回評価時から２０億円増加。　
・負担割合は、国が45％で282億円、府が30％で287億円、東大阪市が15％の94億円。残り約10％、70億円が近鉄の負担となっている。そのため、２０億円増額分についても、府負担は３０％の約６億円となる。

・Ｂ/Ｃは将来交通量予測の見直しと平成20年度の国のマニュアル改訂にともない、前回評価時から2.21から1.31に減少。
・工期については、工事用進入路の位置変更にともなう工程の見直しと文化財調査の範囲拡大により5年遅れ、28年度の予定。

・20億円増額の理由について、資料3に基づき説明したい。９ページに増額内訳を示している。若江岩田駅南側の駅前の空間に自転車歩行者専用道路整備するため5億円増加、工事用進入路の位置が変わったため、工事費の追加で4億3千万円増加。文化財調査の範囲拡大で7千万円増加。仮線切替えにともなう工事期間中の踏切安全対策の強化、踏切監視員の増員と期間延長により10億円増加し、トータル20億円増加となっている。
・まず、10ページの若江岩田駅の南側の道路整備だが、この駅については、駅の南北で再開発の構想があった。北側については再開発事業により面整備ができている。南側については計画も進まないまま時間が経過し、駅舎の計画ができたということで、南側のアクセスについて関係者と協議した結果、南側からのアクセスも必要ということで、22年度に自転車歩行者専用道路が都市計画決定された。幅員８～13ｍ、延長150mの自転車歩行者専用道路を整備するもの。
・次に、工事用進入路のルート変更についてだが、この工事においては、1工区から5工区に分けて工事を行っている。は大阪中央環状線から工事現場に入っていく、2工区は府道の八尾枚方線から入っていく。3工区・4工区・５工区については大阪外環状線から市道の吉田東線を利用して工事現場に入る予定であったが、市道の沿道住民から、騒音・振動が発生するのではないかという意見が出され、工事用進入路の変更を行うこととなった。近鉄奈良線の南側にある恩智川の堤防道路を工事用進入路として使うこととなった。堤防道路であるため、そのままでは使えないので、地盤改良や補強工事を行ってダンプカー等が通れる道にする必要がある。
・具体的には地盤改良で2億９千万円、補強用鋼矢板・タイロッドの設置で1億4千万円、合計４億3千万円の増加となった。
・文化財調査の範囲拡大については、別線方式で実施しているところ。資料３の14ページの図で「調査済箇所」としている高架の部分は既に調査実施したが、その部分で文化財が発掘されたため、現在下り線部分についても調査を実施したいということで、その分が7千万円増額となった。また、その現在下り線の発掘調査結果次第では現在上り線の箇所についても調査が必要になってくる可能性がある。

・次に資料3の15ページをご覧いただきたい。当初所轄警察との協議では、踏切通行者が慣れるまでの半年間の予定で１号踏切で3人、３号踏切で6人の踏切監視員を配置することとしていたが、平成17年の3月に関東地方の「開かずの踏切」で死亡事故が発生し、警察と再協議した結果、踏切監視員を増員し、期間についても下り線高架化及び仮下り線撤去工事期間中の5年半の間、監視員を配置することとなった。トータルで11億円となり、当初計画の1億円との差で10億円増加となった。
・次に、事業期間延伸について説明したい。工事用進入路を変更したことから、対面通行できる一般道路を利用する予定が、堤防の幅の狭い道路を使うことになったことと、工事用踏切を横断することが必要になったことから、資機材搬入出の効率が低下し、2年延伸することとなった。また、現在上り線高架化完了後、現在下り線路敷の文化財調査が必要になることも考えられるので1年間延伸し、その後、同箇所での側道工事及び恩智川堤防復旧工事が必要になるので2年間延伸することとなり、トータルで5年間の延伸となった。但し、25年度には上り線高架化が完了する予定で、その時点で踏切遮断時間が解消され、交通渋滞緩和の効果が発揮されるものと考えている。

○　文化財調査の範囲拡大について、現在線の部分は当初調査対象になっていなかったということか。

⇒［都市整備部]

　　高架部分の試掘調査の発掘状況により、全面的に本格調査が必要となったので、現在下り線の部分についても範囲が拡大された。
○　高架部分の本格調査についても事業費が追加される必要があるのではないか。

⇒［都市整備部]

　　高架部分については、再評価時点ですでに本格調査の事業費は積算に入れていたので、今回の事業費変動はない。

○　現在下り線の部分について、さらに事業費追加されることはないのか。

⇒［都市整備部]

　　現在下り線の分については追加されることはないが、現在上り線の部分については、現時点では試掘分しか積算に入れていないので、本格調査ということになれば追加される可能性がある。
○　本格調査となるといくらくらい追加になるのか。
○　今回追加した7千万円くらいになるのか。

⇒［都市整備部]

　　最大でそのくらいになる可能性はある。

○　資料3の11ページの自転車歩行者専用道については、連続立体交差事業に含まれるものなのか。

⇒［都市整備部]

　　連続立体交差事業では、両側に環境側道を整備している。今回、道路計画が確定したというこ
とで事業費を見直した。

○　これは連続立体交差事業の環境側道の一部ということか。

　⇒［都市整備部]

　そのとおり。

· この工事はほとんど近鉄が実施するのか。

⇒［都市整備部]

　　高架化工事については、ほとんど近鉄が実施するが、環境側道等は自治体が実施する。
○　工事業者は近鉄が選定することになるのか。

⇒［都市整備部]

　　鉄道本体の工事については、近鉄が業者と工事契約することになる。側道は市が工事発注することになる。
○　発注者は近鉄と市だけになるのか。

⇒［都市整備部]

　　大阪府が施工する部分もあるので、その部分は府が発注する。

○　事業の負担割合は資料に出ているが、工事発注金額のそれぞれの割合はどうなっているのか。

⇒［都市整備部]

　　実際の工事発注の割合は、今、把握していないので、調査の上、次回以降報告する。

○　評価調書の27ページのＢ/Ｃについて、国土交通省のマニュアルに従って算出されていると思うが、走行経費減少便益、これは主に燃料費だと思うが、77億円から106億円にかなり増えているが、これはガソリン価格の変動が原因なのか。

⇒［都市整備部]

原単位がどのような形で変化しているのか、今手元に資料がないので、調べて、次回以降報告したい。

○　当初予定より5年くらい遅れているが、この種の事業としては、進捗状況は普通なのか。

⇒［都市整備部]

連続立体交差事業は長期にわたるものが多い。だいたい計画から20年くらいかかるものが多い。この事業は平成4年の都市計画決定であり、25年度には高架化は完了する。いずれにしろ、しっかりと事業推進を進めていきたい。

◆［委員長］

本日予定していた審議案件の概要説明は終了した。本日ご質問いただいた点については、整理していただき、次回以降審議を行いたいと思う。
（２）その他

◆［委員長］

次回以降、説明していただく内容について、事務局から確認してほしい。

◆事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。
・三島江茨木線歩道整備事業の中止について茨木市に報告し、その段階で委員会に報告する。
・砂防事業（４件）及び急傾斜地崩壊対策事業（1件）について、Ｂ/Ｃの詳細がわかる資料を提示する。
・砂防事業（４件）について、用地交渉の23年度の状況について説明する。

・砂防事業の⑦東谷支渓について、小学校の通学路等の位置を確認する。
・岬町多奈川地区多目的公園整備事業について、Ｂ/Ｃに準ずるような資料の提示ができないか検討する。

・近鉄奈良線の連続立体交差事業については、工事費の発注者別の内訳を報告し、Ｂ/Ｃの算出において走行経費減少便益が増えているので、その理由について調べて説明する。

◆［委員長］
本日はこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
以上
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